
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 4年度12月補正予算令和04 通常 令和04 12 19
0303010107 観光・交流戦略

01 「何度でも訪れたくなるあきた」の創出宿泊施設等生産性向上支援事業
自立した稼ぐ観光エリアの形成01

観光文化スポー 観光戦略課 企画班 1462 佐々木重夫 柏﨑公亮

令和04 令和05

新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、県内の延べ宿泊者数は令和２年に前年の約７割まで 県内宿泊事業者が行う経営の効率化やアフターコロナを見据えた新たな需要への対応のほか、県内観
減少し、令和３年は令和２年と同程度にとどまっている。また、観光地点入込客数についても令和２ 光事業者の省エネルギー化への取組を支援することで、宿泊施設等の生産性の向上を図る。
年及び令和３年は、令和元年の約半数となっている。また、ウクライナ情勢等を受けた原油価格・物
価の高騰の長期化により、県内観光事業者の経営状況はさらに厳しさを増している。このような中、
本県の宿泊業における賃金水準は全業種平均の約５割、労働生産性は約６割にとどまるなど、経営環
境の改善に向けた早急な対応が求められるが、県内観光事業者は小規模・零細企業が多く、経営や労 ● ○
働環境の大幅な改善等は難しい状況にある。

県

県内宿泊施設及び観光施設

■ □ R04 09

宿泊事業者が行う経営の効率化に向けたシステム（顧客管理システムや自動チェックイン機等）の導
□ □ ■ □ 入や冬季誘客に向けた付加価値の高い宿泊サービスの提供に係る施設整備のほか、観光事業者が行う

□ 省エネルギー化に資する取組に対し支援する。

経営コストの削減や収益増加などにつながるシステム（顧客管理システムや自動チェックイン機等）
導入及び高付加価値化のための施設改修、省エネルギー化に資する事業への取組を希望する事業者が

外部コンサルの導入を要件とし、第三者の視点により実効性のある事業とするほか、燃料高騰分の補填等の一過性のもので多くいたものの、自己資金のみでは事業に踏み切れないという声が多く聞かれた。
はなく、将来に渡ってコスト削減に結び付く取組を支援する。

0 90 4 0 5 0 70 6 0 8

宿泊施設生産性向上支援事業 宿泊事業者が行う経営効率化に向けたシステム（顧客管理システムや自動チェックイン機
01 等）導入や付加価値が高い宿泊サービスを提供するための施設整備等に必要な経費を助成           0     194,121           0           0          0           0       194,121

観光事業者燃料高騰等対策支援事業 観光事業者が行う燃料高騰等に対応した施設整備等に必要な経費を助成する。
02

          0     100,422           0          0           0           0       100,422

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      294,543          0     294,543           0           0          0          0

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金       294,543          0           0          0     294,543           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

          0           0           0           0           0             0          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

補助対象施設における利用者数の増加（宿泊施設の場合は宿泊者数）の増加

○
○

02 0 3 04 05 0 6 0 7 0 8
         0         0         0         0          0                                0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

○
○

0 50 2 0 3 0 4 0 6 0 7 0 8
                                0         0         0         0         0         0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

事業の効果を把握する時期が令和７年４月頃であり、事後評価実施時点（令和６年５月）では確認で
きないため。

対象施設に対するフォローアップ調査の中で実績値等をヒアリングし、確認を行う。

コロナ禍での宿泊事業者をはじめとする観光事業者の経営の安定化に向けては、生産性の
向上や燃料高騰等への取組に対する支援が必要である。

コロナ禍や燃料高騰等の影響に対して、宿泊サービスの高付加価値化やシステム（顧客管
理システムや自動チェックイン機等）導入支援のほか、燃料価格高騰等に対応した事業へ
の要望は多く、その支援が求められている。

■□ □
□

県内全域の観光事業者に偏りなく支援を行うため、県が実施する必要がある。

○ ○



  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 4年度12月補正予算令和04 通常 令和04 12 12
0303040403 観光・交流戦略

04 活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現新県立体育館整備事業
スポーツ活動を支える人材の育成と環境の整備04

観光文化スポー スポーツ振興課 新体育館整備班 1246 米田裕之 柴田潤也

令和04 令和99

　県立体育館は、築５４年が経過し、老朽化が進んでいることから、公共施設等総合管理計画による 　児童・生徒が参加する全県大会等のほか、トップスポーツチームの公式戦の会場として利用され、
目標使用年数の６０年を迎える令和１０年の建替えを目指し、スポーツ科学センターの機能を統合し 県内外から多くの参加者や観戦者が来場することにより、地域経済への波及と交流人口の拡大を図る
た上で、スポーツ振興はもとより、地域の賑わいを創出する拠点施設として、アリーナ機能を備える 。
新体育館を整備する。

● ○

県

競技団体、中・高体連、トップスポーツチーム等

■ □ R04 06

・整備運営に民間事業者のノウハウを活用するためのＰＦＩ手法の導入��・「する」スポーツに加え
■ □ ■ □ 、「みる」スポーツの視点を重視したアリーナの整備��・プロスポーツのほか、集客力のあるイベン

□ トの誘致

　競技団体、中・高体連等を対象として、現体育館の課題と新体育館整備に関するアンケート調査、
ヒアリングを実施したところ、現体育館は老朽化が進んでいることから、今後、各種スポーツ大会を

　大都市圏には興行利用を主体とする民設民営施設があるが、本県ではアマチュアスポーツ等県民利用が多くなるため、民開催していくためには建て替えが必要との声が寄せられている。
設民営による整備は困難と判断し、民間のノウハウを活用するPFIの導入を検討することとした。

0 90 4 0 5 0 70 6 0 8

基本計画検討委員会開催費 有識者等による基本計画検討委員会を開催するための経費
01

      1,219           0           0           0          0           0             0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

            0      1,219           0           0           0          0          0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

          0           0           0           0           0             0      1,219



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

　県内外からの来場者の増加

○
○

02 0 3 04 05 0 6 0 7 0 8
         0         0         0         0          0                                0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

○
○

0 50 2 0 3 0 4 0 6 0 7 0 8
                                0         0         0         0         0         0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

　新体育館を整備する事業であり、効果は施設完成後に発現するものであるため

　県内外からの来場者数の増加による消費拡大（施設来場者数）

　児童・生徒が参加する全県大会等のほか、トップスポーツチームの公式戦の会場として
利用され、県内外から多くの参加者や観戦者が来場することにより、地域経済への波及と
交流人口の拡大を図る必要がある。

　現体育館の残耐用年数が少ないほか、大規模修繕では観戦者を含む施設利用者のニーズ
に応えることができないことから建替整備する必要がある。

■□ □
□

　地域住民利用が中心の市町村立体育館では、集客力のあるトップスポーツやイベントを
開催することができないことから、県が整備する必要がある。

○ ○


